
事 業 概 況 （令和６年６月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和６年度労災保険業務機械処理の令和６年６月末現在における保険給付支払総額は 2,036億円で、前年同期に比べて

2.0％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 1,038億円で 51.0％と最も大きく、次いで療養補償給

付が 632億円で 31.0％を占めている。以下、休業補償給付が 12.1％、障害補償一時金が 3.5％、遺族補償一時金及び介護

補償給付がそれぞれ 1.0％、葬祭料及び二次健康診断等給付がそれぞれ 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が 4.8％増、障害補償一時金が 2.4％増

となっているのに対し、葬祭料が 9.4％減、療養補償給付が 3.4％減、遺族補償一時金が 2.9％減、休業補償給付及び年金

等給付が 1.6％減、介護補償給付が 0.5％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 680億円で 33.4％、「建設事業」が 560億円で 27.5％、

「製造業」が 466億円で 22.9％となっている。以下、「運輸業」が 11.2％、「鉱業」が 2.6％、「林業」が 1.4％、「船舶所

有者の事業」が 0.4％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「漁業」が 7.8％増、「運輸業」が 0.4％増となっているのに対

し、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 13.6％減、「林業」が 6.8％減、「鉱業」が 5.0％減、「製造業」が 3.8％減、

「建設事業」が 1.7％減、「その他の事業」1.4％減、「船舶所有者の事業」が 0.6％減となっている。（第２表） 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 207,878,095 100.0 1.2 203,637,444 100.0 2.0 △    

療 養 補 償 給 付 65,380,573 31.5 7.1 63,185,015 31.0 3.4 △    

休 業 補 償 給 付 25,140,282 12.1 2.2 △    24,731,460 12.1 1.6 △    

障 害 補 償 一 時 金 6,991,169 3.4 3.9 7,161,660 3.5 2.4

遺 族 補 償 一 時 金 2,078,176 1.0 9.1 2,017,781 1.0 2.9 △    

葬 祭 料 427,870 0.2 1.0 387,662 0.2 9.4 △    

介 護 補 償 給 付 1,958,505 0.9 0.8 △    1,948,762 1.0 0.5 △    

年 金 等 給 付 105,517,516 50.8 1.7 △    103,802,615 51.0 1.6 △    

二 次健 康診 断等 給付 384,002 0.2 11.2 402,490 0.2 4.8

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

　　　合計が合わない場合がある（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っているため、
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第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況



 

 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 583億円で 56.1％と最も大きく、次いで障害補償

年金が 400億円で 38.5％、傷病補償年金が 56億円で 5.4％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 339 億円で 32.6％、「製造業」が 290 億円で 27.9％、

「その他の事業」が 227億円で 21.9％となっている。以下、「運輸業」が 11.3％、「鉱業」が 3.7％、「林業」が 1.6％、「漁

業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ 0.3％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 207,878,095 100.0 1.2 203,637,444 100.0 2.0 △    

林 業 3,129,323 1.5 2.4 △    2,917,189 1.4 6.8 △    

漁 業 543,016 0.3 5.1 △    585,582 0.3 7.8

鉱 業 5,576,480 2.7 10.5 △   5,296,223 2.6 5.0 △    

建 設 事 業 56,936,161 27.4 0.5 △    55,950,061 27.5 1.7 △    

製 造 業 48,505,560 23.3 0.9 46,644,245 22.9 3.8 △    

運 輸 業 22,801,049 11.0 0.1 △    22,889,540 11.2 0.4

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
522,541 0.3 9.5 451,357 0.2 13.6 △   

そ の 他 の 事 業 68,981,556 33.2 4.6 68,026,203 33.4 1.4 △    

船 舶 所 有 者 の 事 業 882,410 0.4 3.1 △    877,045 0.4 0.6 △    
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第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和5年度　5年6月末 令和6年度　6年6月末

令和6年度　6年6月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 39,982,321 58,252,319 5,567,974 103,802,615 100.0

林 業 481,723 1,123,479 62,991 1,668,193 1.6

漁 業 99,671 312,007 5,856 417,534 0.4

鉱 業 379,178 3,054,795 443,950 3,877,923 3.7

建 設 事 業 10,518,105 21,303,320 2,032,731 33,854,156 32.6

製 造 業 14,168,020 13,786,493 1,009,608 28,964,121 27.9

運 輸 業 4,489,556 6,636,395 570,969 11,696,919 11.3

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
64,320 194,347 13,068 271,735 0.3

そ の 他 の 事 業 9,684,565 11,620,823 1,420,939 22,726,326 21.9

船 舶 所 有 者 の 事 業 97,183 220,661 7,863 325,707 0.3

構 成 比 38.5% 56.1% 5.4% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況



 

 

保 険 料 

 

  令和６年度労災保険業務機械処理の令和６年６月末現在における保険料徴収決定済額は 2,673億円で、前年同期に比べ

て 6.4％増となっている。保険料収納済額は 347億円で、前年同期に比べて 12.1％減となっている。また、収納率につい

てみると 13.0％となっており、前年同期に比べて 2.7ポイント下回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 1,201億円で 44.9％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 658 億円で 24.6％、「製造業」が 543 億円で 20.3％を占めている。以下、「運輸業」が 7.9％、「船舶所有者の事

業」が 1.2％、「林業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.3％、「鉱業」0.2％、「漁業」が 0.1％となっ

ている。（第４表） 

 

 

区　分　

令和5年度 令和6年度 令和5年度 令和6年度 令和5年度 令和6年度

　業　種 5年6月末 6年6月末 5年6月末 6年6月末 5年6月末 6年6月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 251,284,791 267,303,202 100.0 6.4 39,454,563 34,694,032 100.0 12.1 △  15.7 13.0

林 業 1,294,954 1,172,780 0.4 9.4 △   393,626 380,724 1.1 3.3 △   30.4 32.5

漁 業 340,568 353,322 0.1 3.7 93,763 93,867 0.3 0.1 27.5 26.6

鉱 業 713,119 635,438 0.2 10.9 △  115,920 58,959 0.2 49.1 △  16.3 9.3

建 設 事 業 63,213,732 65,762,694 24.6 4.0 17,281,599 17,083,558 49.2 1.1 △   27.3 26.0

製 造 業 49,295,206 54,263,156 20.3 10.1 3,671,972 2,754,156 7.9 25.0 △  7.4 5.1

運 輸 業 20,777,665 21,231,408 7.9 2.2 1,481,898 1,161,187 3.3 21.6 △  7.1 5.5

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
652,618 743,823 0.3 14.0 22,750 20,008 0.1 12.1 △  3.5 2.7

そ の 他 の 事 業 111,759,695 120,051,175 44.9 7.4 15,984,013 12,859,758 37.1 19.5 △  14.3 10.7

船舶所有者の 事業 3,237,234 3,089,404 1.2 4.6 △   409,022 281,814 0.8 31.1 △  12.6 9.1

構成比
対前年
同　期

増減率

構成比
対前年
同　期

増減率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率


